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柴田敬（1902-1986）は戦前におけるもっとも独創的な理論経済学者の一人であり，戦後は環境

問題や唯物史観の問題について研究を続けた思想家でもあった。彼は1929年から主に『経済論

叢』に理論経済学についての論文を発表し始め，それらは集約されて『理論経済学』（柴田（1935，

1936））二巻という大著に結実した。さらには，それらの理論的成果を英訳し，京都帝大の英文

雑誌 Kyoto University Economic Review に掲載していくこととなる（Shibata (1933), Shibata

(1934），など）。そのことが彼の業績に国際的な評価を獲得させることとなった。それには，現在

ならばマルクス経済学に分類されるような領域についての問題や貨幣についての問題，あるいは

ボェーム・バヴェルクの賃金と雇用についての議論に対する批判などが含まれている。

しかしそのなかでもとりわけ柴田が多大なエネルギーを投入したと思われる再生産論について

の研究は英訳されていない。『理論経済学』公刊後，柴田は海外留学に出ることとなったが，そ

のためもあるのかはともかく，彼のマルクス再生産範式（通常は「表式」であるが，柴田の表現にし

たがい，以下，「範式」とする。また「拡大」再生産も柴田の表現にしたがい「拡張」再生産とする）をベ

ースとした再生産論研究については，利潤率低下法則批判の部分を除いて結局のところ英訳され

ることはなかった。そのため，柴田のその部分の研究については戦前においては（いやおそらく

戦後においても），世界に知られることはなかったと思われる。

これは柴田自身が意図したことかどうかはともかくとしても，たいへん不思議なことであり，

また非常に残念なことである。
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「不思議」というのは，彼の戦前における業績目録をみてみるとわかるように，執筆した論文

のなかで統一的なテーマとしては再生産論についてのそれが多く，またその内容が体系だったも

のになっているからである。また柴田自身が述懐しているように，経済学研究者の道を志すこと

になったきっかけとしてマルクスの再生産範式への興味があったのであり（柴田（1983），31ペー

ジ），それだけに彼にとってもその部分はたいへん重要なものであったであろうからでもある。

また「残念」というのは，以下で論じるように再生産論研究においても柴田のオリジナリティ

ーはいかんなく発揮されているのであり，もしこれらの論文が英訳されていたとすれば，さらに

柴田の名声は上がったであろうから，である。

本稿は，柴田の『経済論叢』の論文（柴田（1933d），（1933e），（1933f），（1933g））やそれにいく

らか修正などがされて所収された『理論経済学』の特に上巻（柴田（1935））を参照することによ

り，彼の再生産論研究の内容を明らかにすることを目的とする。その業績のユニークな面につい

ても論述のなかでそのつど言及したいがその内容はさまざまあるので，本稿においては均斉的な

成長についての諸議論の紹介に力点をおきたいと考える。よって柴田（1933d），（1933e）での議

論が中心となる。他の論点，つまり有機的構成の変化などの問題については別の機会に論じたい。

�．柴田の再生産論研究

�.� 研究の時代背景

西（2012）においても述べたように，柴田は近代経済学とマルクス経済学との総合という課題

に取り組み，ワルラスやカッセルの一般均衡理論を簡略化し「簡単化されたワルラス体系」を構

築した（柴田（1933a），柴田（1983），30-32ページ
1)

）。そしてそれをトゥールとして労働価値と価格

との関係の解明やマルクスの利潤率の低下法則の吟味（いわゆる「柴田 -置塩の定理」につながる研

究）などをおこなった（柴田（1933b），（1933c），（1933f））。そしてそれらの議論を土台として再生

産範式の検討に取り組んだのであった。

柴田が範式に求めたのは，基本的には，当時の他の世界の研究者たちと同様に恐慌についての

理論であった。そしてさらにいえば範式研究は，柴田が構想していた資本主義についての経済理

論の部分体系をなすはずのものであった。彼は自らが構想していた世界の貨幣用金の存在額と経

済状況との関係を解明する理論とこの範式研究とを結合することによって，資本主義経済を分析

するための新機軸を生み出すことができると考えていたのである。

そしてその研究は当時としては必然的に，マルクス派の恐慌理論の批判的吟味を通じておこな

われた。範式については当時（20世紀初頭），それを基礎として恐慌を解明しようとする一派とそ

れを否定しようとした一群の人々が論争を繰り広げ，それらの議論が世界中に波及しさまざまな

議論を生み出していた。そのため再生産論研究においても範式をベースとする限りは，マルクス

派の議論を避けて通るわけにはいかなかった。よって柴田は先に述べたように恐慌の問題を解明

するための武器として範式を研究すると同時に，その研究は，そのようなマルクス主義者のあい

だでなされていた資本主義崩壊論争に対して一石を投じるという形でなされることになった。

資本主義崩壊論争とは，E.ベルンシュタイン Eduard Bernsteinの修正主義の理論的な支えと
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なった研究を発表した T.バラノフスキー Tugan-Baranowsky，それに対して批判の矢を向けた

K.カウツキー Karl Kautskyや R.ルクセンブルグ Rosa Luxemburg，R.ヒルファディング Ru-

dolf Filferding，O.バウアー Otto Bauer，O.ベネディクト Otto Benedikt，アントン・パンネ

ケック Anton Pannekoek，N.ブハーリン N. I. Bucharinといった人々によってなされた，主と

してドイツとオーストリアのマルクス主義者の間でおこなわれた資本主義の崩壊についての一連

の論争のことである。そこでは恐慌の原因として不比例説や過少消費説，一般的利潤率低下論，

労働者窮乏化論などさまざまな学説があげられた
2)

。

しかし柴田は「簡単化されたワルラス体系」から導かれた範式研究の結果，マルクス派のそれ

らの議論が根本的に不十分なものであるという結論を得た。そのために先にも述べたように，そ

れらを批判するという形で自身の積極的な蓄積論に対する貢献は展開されることとなった。

�.� 柴田の再生産論研究の概観

それでははじめに，柴田の再生産論研究全体の概観について述べる。

それまでに書かれた一連の再生産論についての論文（柴田（1933d），（1933e），（1933f），（1933g），

など）が柴田（1935）にまとめられた際には「生産連繋論」というタイトルで総合されており，

それらの諸研究を概観すれば，諸産業の連関関係を考慮した一般均衡論体系が分析の対象である

ことが示されているといえる。

その際に研究のベースとなったのがマルクスの再生産範式である。マルクスの範式は現代の経

済学者からもマルクスの業績のなかでもっとも優れたものとして評価されているものであり，生

産手段生産部門と消費財生産部門（そしてさらには奢侈財生産部門）の一般均衡を分析する手段で

ある
3)

。経済体系を生産面，分配面，支出面の関連性からとらえ，その相互関係を分析している。

また資本蓄積を明示的に分析に取り入れており，同じ規模の生産が繰り返される静態的経済だけ

でなく拡張しながら再生産がおこなわれる動態的経済の一般均衡も分析できるように考えられて

いるものであった。

もちろん，柴田が精力的に研究をしていた時代にはすでにワルラスの資本形成を含んだ動学的

一般均衡理論が存在していた。しかし柴田（1933a）においても述べられているように，それはき

わめて複雑であり，初期状態から経済がどのように変動していくかを逐次的に追尾し，またその

ための条件などを分析できるような操作性を有していなかった。よって柴田が再生産範式に経済

変動の問題に対する答えを求めようとしたのは，当時としては不自然なことではない。

さて，個々の論文からでは柴田の研究の全体像はわかりにくいので，柴田（1935）の第三章を

参照してみる。その基本的な構成は以下のようである。

第三章 生産連繋論

第一節 序説

第二節 資本蓄積額変化論

第三節 生産額変化論㈠―生産拡張率差異論

第四節 生産額変化論㈡―生産拡張率変化論

第五節 生産係数変化論㈠―生産係数節減論

第六節 生産係数変化論㈡―有機的資本組成変化論
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第七節 余論

大まかにみていくと，第一節においては全体の分析目的が述べられ，前章（第二章），つまり所

得分配の問題を扱った部分においては「諸々の作用因の変化に対する経済の適応の過程の問題を

看過しつゝ，換言すれば，其の過程に何等の障碍なきものと想定しつゝ，其の適応の結果を直接

に展開した」のであるが，ここではその「適応の過程の問題」（柴田（1935），381ページ）を対象

とすることが示されている。

第二節においては，「生産額の変化せざる場合に就いて」（同，391ページ），資本蓄積額の変化

がどのように諸財の相対価格を変化させ，またそれがどのように資本蓄積額の変化に結びついて

いくかということが明らかにされている。ここでは限定的ながら価格メカニズムが範式において

どのように分析対象として考慮されうるのかを示している点でも興味深いところである。

第三・四節においては，生産額の変化の問題について，経済が均等の率で拡張する場合（いわ

ゆる均斉成長の場合）にも生ずるものとその生産額の変化率が変化する場合にのみ生ずるものとを

分け，前者は第三節で，後者は第四節で議論している。

第三節は，「社会的生産額の均等的変化のそれぞれの率，に対応する所の，社会的に生産せら

るべき各種生産物量の間の比率，は如何なるものであるか」（同，391ページ）ということが問題

となり，すべての部門の拡張率が均等な均斉成長状態における拡張率と各生産物量の比率（これ

を以下，部門比率，あるいは部門比と呼ぶ）との関係が分析される。

第四節は，「従来の生産拡張率とは異つた率の生産拡張が，将来行はれ得るやうに，なる為に

は，生産諸部門間の資本の配分が，現在如何に調整されねばならないか」（同，437ページ）とい

うことが問題となり，次々期の拡張率の予想が変化した場合に今期の経済体系にどういう変化が

生じるかという問題が検討されている。

そこでは生産拡張率が変化する場合の部門比率の変化が，生産手段の種類や資本家，労働者の

諸々の消費手段への支出の比率によってどのように変わるかなどの問題が重要な論点となる。ま

たここでは拡張率変化にともなう両部門の拡張率の差異の問題（いわゆる均等発展経路にたどり着

くまでの不均等発展の問題）やさまざまな事情による需給の一時的不均衡なども問題とされている。

なおここは，ある意味で，マルクスが資本の有機的構成が異なる場合の拡大再生産を考える際に，

第一部門の蓄積率を外生的なものとして扱った問題（生産拡張率の一時的不均等の問題）に対する

分析にもなっている。

第五・六節においては生産係数の変化が経済体系にどういう影響を与えるかが検討されている。

第五節においては生産係数の比率が変化せずただ生産係数の絶対値の変化する場合にも生じる問

題が扱われ，第六節では生産係数比率の変化する場合にのみ生ずる問題が扱われている。

大まかにいえば以上のようであるが，�においても述べたように本稿では主に第三節の内容に

ついて検討することにしたい
4)

。つまり均斉的に拡張していく経済の諸特性の問題である。

柴田はまず，拡張再生産体系を各生産部門が同じ比率で拡張していく再生産軌道として理解し，

その均衡理論としての特質を究明する。もちろん柴田にとっては，その研究を通して最終的には

恐慌現象の解明につながるような要素が範式に見出されなければならないのであるが，不均衡を

分析するためにはまず均衡が，つまり拡張再生産範式でいえば経済体系が均衡を維持しながら単

調に拡張していく（単純再生産ならば一定の規模で再生産が繰り返されていく）ための条件が解明され
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ねばならないのである。

このように柴田は考え，その条件を解明するなかで，それが成立するためには商品の需給均衡

以外にどのような条件が必要となるのか，という問題や，それはどのような要因に依存している

のか，また資本の有機的構成が各部門で等しい場合と異なる場合とではどのように考えられなけ

ればならないのか，といった問題を検討している。

�．拡張再生産と持続性の問題

先にも述べたように，拡張再生産とは各生産部門が同じ比率で拡張していく再生産軌道である

が，まず柴田はそれがどのような条件のもとに成立するかを明らかにしている。ここでは柴田

（1933d）の記述からみてみよう。

柴田以前においては，拡張再生産のための条件として部門間の需給均衡が主として議論されて

いた。

周知のように，単純再生産においては cや v+kの部分は部門内取引によってその部分の購

買力が同部門の商品に向かうので，消費手段部門の生産手段部門への需要と生産手段部門の消費

手段部門への需要とがバランスするための条件は c=v+kになる。つまり，

c+v+m(=k)=c+c

c+v+m(=k)=v+v+k+k

となるので，一方の式から c=v+kが導かれるからである（ここで添え字 i=1，2はそれぞれ生

産手段部門，消費手段部門を示す。c，v，mはそれぞれ第 i部門の不変資本，可変資本，剰余価値を表す。

また kは第 i部門の資本家の消費である。なお，範式における左辺の（ ）は，剰余価値の使途を示す）。

これは第�部門からの第�部門の商品への需要と第�部門からの第�部門の商品への需要がバ

ランスするという条件であり，両部門で需給が一致するための条件である。また�においても述

べるが，単純再生産においては技術の関係，生産力の条件だけから両部門間の生産量の部門比も

決まる。

このように単純再生産においてはそれらの問題は非常に明確だが，議論になったのは拡張再生

産の条件とはなにか，という問題であった。

周知のように，拡張再生産は自部門投資を仮定するならば，

c+v+m(=Δc+Δv+k)=c+Δc+c+Δc

c+v+m(=Δc+Δv+k)=v+Δv+k+v+Δv+k

であるが，ここで両式の左辺と右辺で打ち消しあうものを除くとマルクスが均衡条件としてあげ

た c+Δc=v+Δv+kが得られることとなる（ここで Δは資本のそれぞれの部分の増分を表す）。

そしてこれが拡張再生産の条件として一般的に語られていたものであった。そしてそこから，い

わゆるマルクス派においては，単純再生産と拡張再生産の需給一致条件がどのように対応してい

るのか，拡張再生産における単純再生産的な要素はなにか，それを取り除けば拡張再生産につい
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ての純粋な条件が導き出されるのではないか，といった問題などが議論されていたのである。

柴田はそのような議論の典型として N.ブハーリンの議論をとりあげる（柴田（1933d））。ブハ

ーリン（1930）はマルクスにしたがい，拡張再生産の条件を先に述べた c+Δc=v+Δv+kと

いう均衡条件に求めた。これは両部門の需給が一致する条件であることはいうまでもない
5)

。

しかしこれは拡張再生産にとって必要な条件といえるであろうか。これが，柴田が考えた問題

であった。そして，まず通常の均衡条件とされる条件 c+Δc=v+Δv+kについて批判を加

えるのであるが，この問題は�で扱うことにしよう。

柴田は，拡張再生産のための条件を需給均衡条件にのみ求めることの一面性を指摘し，拡張再

生産のために必要な条件を提示する。つまりそれだけにとどまるのではなく，

「拡張再生産の為めの必須条件は，…，資本の一定の技術的構成の場合，一定の率の拡張再生

産の場合には，二部門が一定の比率を保つを要する，と言ふ事である。それさへ保たれるならば，

如何なる率の拡張再生産も可能である」（同，117ページ）

ということである
6)

。

ここでは「一定の比率」を「保つ」という点が重要である。つまり拡張再生産が進行するため

には需給均衡条件だけではなく，一定率の拡張再生産の場合には二部門の生産量の比率がそれに

応じてある一定の値をとり，またそれが時間の経過のなかで一定のままにとどまることが必要で

あるということである。これは，需給条件によって両部門が満たすべき蓄積率間の関係と部門比

との関係が決まるが，その部門比が一定に保たれたままで経済変動が推移する軌道が拡張再生産

軌道であるということであろう。

つまり柴田は，ブハーリンらによって主張された需給均衡条件だけでなく，そこに拡張再生産

軌道を部門比が一定のまま推移するという意味で，その成立の条件として拡張率に応じた均衡部

門比率が存在し，またそれが保たれるという軌道の「持続性」という特性をつけ加えた，という

評価ができるということである
7)

。

さて，マルクスの提示している均衡条件は，

c+Δc=v+Δv+k

であるが，この右辺は自部門投資を仮定すれば，Wを生産手段の価値とするとW−c+Δc

に等しいので，

W=c+Δc+c+Δc

となり，これは生産手段の需給一致条件に等しい
8)

。こちらの条件を用いて，柴田の理論的貢献が

どのような意味を持つのか考えよう（なお以下，柴田が用いている記号にこだわらず，汎用的なそれを

用いる）。

柴田（1933d）においてはマルクスの範式は，生産係数と実質賃金率，ならびに次期に資本規

模を g倍するために，今期生産されていなければならない生産手段の量という視点から導かれ

ている。それにならって考えると，先の生産手段の需給一致条件は，

t=ta(1+g+ta(1+g
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と書ける。ここで，添え字の�，�はそれぞれ生産手段部門，消費手段部門を指す。，は

それぞれ生産手段，消費手段の生産量，a，aは生産手段，消費手段をそれぞれ一単位生産す

るために必要な生産手段の量，tは生産手段の価値（tは t=at+τによって決まる。τは生産手

段を一単位作るのに必要な労働量），gは第 i部門の資本の（純）拡張率である。なおここで 1>a

が満たされているものとする。

この式は生産された生産手段が次期の経済拡張のためにすべて需要されることを示していると

同時に，両部門の生産拡張は今期の生産によって先決されている余剰生産手段の量によって制限

されていることを示している
9)

。よって後に述べるように，両部門の生産量の部門比率と両部門の

蓄積率は関数関係にあるということになる。

いま，第 i 部門の資本拡張率は投下総資本に対する資本の増分を示すので，g=

Δc+Δv/c+v=Δc+Δv/m⋅m/c+v)=s⋅rとなるであろう。したがって上記の

式は，

t=ta1+sr+ta1+sr

となる。ここで，s，sはそれぞれ生産手段部門，消費手段部門の蓄積率 Δc+Δv/m，m

は i部門の剰余価値），r，rはそれぞれ生産手段，消費手段生産部門の利潤率である。

ここから部門比率 /を μとすれば

μ=
a1+sr

1−a1+sr
or μ1−a1+sr=a1+sr ⑴

となる。この式は，a，a，r，rは与えられている r=m/v/c/v+1は資本の有機的構

成 c/vと剰余価値率m/vが与えられているので所与である）ので，部門比率 μと均衡蓄積率 s，

sに依存している。μを与えると，s，sの間の線形の関係式が与えられる
10)

。もちろんここから

は需給の条件を満たす各部門の蓄積率間の関係を知ることができるだけである。そこから拡張再

生産の持続性をみたすような蓄積率の組み合わせを見出すためには追加の条件が必要となる。

各生産量はそれぞれの資本の拡張率に応じた形で，t+1=1+strt，t+1

=1+strtというように変動する（ここで tは期間を示す）。よって μは

μt+1=
1+str

1+str
⋅μt ⑵

という式によって変動する（蓄積率 s，sは⑴式より部門比率 μが変化すれば変わるので μと同様に t

の関数となる）。

さて追加の条件の話に戻るが，μが与えられても sと sとの関係は確定しないので，そこに

何らかの関係を追加しなければならない。どういう条件を追加するかについては二つのものがこ

れまでに考えられてきた。一つはマルクスの方法であって第�部門の蓄積率を外生的に与える方

法であり，二つには両部門の蓄積率の比率を与える方法である
11)

。ここでは初期から蓄積率の比率

s/sが固定されているものと考えよう。

⑵式により μの変化は 1+sr/1+srが�か，�より大か小かに依存する。任意の μ0
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に対して，sr>srというように蓄積率比が定められているならば生産手段部門の比率がどこ

までも拡張する結果，μはやがてその上限に達し軌道が持続しない。また sr<srならば μは

その下限に達し拡張軌道は単純再生産のそれへ収束していく。sr=srという蓄積率比が与え

られた場合のみ μ0に対して軌道が持続する。よって両部門の蓄積率の比を一定とすることを

考えれば，sr=srとなるように両蓄積率の関係が与えられた場合のみ μ0が保たれ，蓄積

軌道は無限の拡張性をもつこととなる。

柴田が先の引用文で述べたかったことは以上のように説明することができよう
12)

。このように柴

田は拡張再生産の問題に対して，財の需給一致条件，あるいはそこから導き出される部門間の蓄

積率の関係だけではなく，部門比率の一定と軌道の「持続性」という条件を導入することにより

範式論に対して新たな視点をつけくわえたということがいえるのである。

�．拡張再生産と部門比率の問題

柴田は彼の研究をさまざまな論者への批判を交えながらおこなっているが，そのなかにはマル

クスの蓄積論を批判していた高田保馬（1983-1972）へのそれも含まれている。その柴田の高田批

判にはその前提となる論争があった。それは河上肇（1879-1946）と高田の，ツガン・バラノフス

キーの議論をめぐる論争であり，資本主義における資本蓄積は無限に拡張しうるのか，それとも

必然的に行き詰まる運命にあるのか，についての論争であった。そしてそれは先にも述べた「資

本主義崩壊論争」と関係していることはいうまでもない。

周知のように，ツガンは「……資本主義経済においては，商品の需要が社会的消費の総規模と

は，ある意味で無関係であるという」こと，「すなわち，「常識」の見地からすれば，いかに不条

理に見えようとも，社会的消費の総規模が縮小しながら，それと同時に，商品に対する社会的総

需要が増大することがありうる」（ツガン - バラノーフスキー（1972），33ページ）という議論を展開

した。生産構造については単線的直線的な生産構造観と複線回帰的なそれがあることは周知のこ

とであるが，ツガンはマルクスの再生産範式のような複線回帰的な生産構造を前提した場合には，

消費手段の生産量が減少しつづけながら生産手段の生産量が増加しつづけることが需給不均衡を

生ぜしめずに可能であることを数値例によって示したのであった。

実際，ツガンの数値例は消費手段の需要が減少しつつけると同時に生産手段のそれは増加しつ

づけるように作成されていたのであり，恐慌論における過少消費説に対する批判を意味していた。

さらに具体的にはそれは，拡張再生産においては生産手段の生産量と消費手段のそれとの間には

何らかの一定の比率があり，そのため消費手段の減少は必然的に生産手段の生産減少をもたらす

とする議論に対する批判を意味していたのである。

このようなツガンの議論に対しては，K.カウツキーや N.ブハーリンらが生産と消費の矛盾と

いう観点から批判を行い，日本においては河上が彼らの見解に同調した。しかし高田や福田徳三

（1874-1930）らはむしろツガンの見解に賛意を示したのであった。

河上と高田の議論は細かい論点はさまざまあるが，ここではそれ自体を取り扱うことが主眼で

はないので，以下，この項の論点に関する限りにおいて論じることとする。
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資本主義における拡張再生産は必然的に行き詰まる運命にあるのであり，それが，マルクスが

示したことだとするのが河上であった。河上は次のように述べた。

「…享楽財の生産額が年々減少してゐるのに，生産手段の生産額が際限なく年々増加するが如

きことは，事実に於て在り得ないと云ふことだ。…，総て生産手段なるものは，直接か間接か，

間接の又間接かには，必ず享楽財を生産するための手段となるものであるから，その手段となる

べき物のみ無暗に殖えて，その目的とする所の享楽財の生産が却て減少すると云ふやうなことは，

決して在り得ないからである」（河上（1922），98ページ）。

つまり生産手段の生産量と消費財（河上のいう享楽財）の生産規模については，拡張再生産の過

程においては一定の比率があるのであり，ツガンの数値例が示すような，消費財の生産が減少し

つづけ，そのかわりに生産手段の生産が増加しつづけることによって拡張再生産が可能であると

いうようなことは起こりえない，というわけである。よってそのような場合には必然的に生産手

段も売れ残るということになる。つまり，逆にいえば，生産手段の生産増加は必然的に消費財の

生産増加をともなわざるを得ないということであった
13)

。

それに対して，高田は「河上博士の主張の真意は消費財ありての生産手段である。故に消費財

の産額減少する時は之に応じて生産手段の産額も減少すべし，生産手段の産額増加する時は之に

応じて消費財の産額も亦増加するを要すとするにある」（高田（1929），102ページ）と述べる。そ

して生産の迂回化，つまりマルクス的にいえば有機的構成の高級化を考慮すればそのようにはな

らないとして河上を批判したのである。

「…生産の方法に変化ある限り，其価値の点から見て，消費財の生産額は一様であり又は減少

しても，生産財の生産額は増加する。而もこれはマルクス的立場から考へて当然すぎる事であ

る」（同，104ページ）。「生産手段の生産額の増加するにつれて消費財又は享楽財の生産額の増加

あることを要す，となるカウツキイ（…）と河上博士との見方は，生産方法に変化なき限り，と

云ふ仮定の下に於て真理である」（同，105ページ）。

しかし柴田にとって，問題はここからであった。

柴田はまず，拡張再生産においては生産手段と消費手段の生産量の比率はかならず一定である

はずだとする河上の議論を批判する（柴田（1933g），89ページ）。

だが，それでは高田の議論が正しいのかというとそうではない。なぜならば，高田は河上の生

産手段の増加は必然的に消費財の生産増加を伴うという考えを批判したが，それは河上が資本構

成，つまり生産技術の変化，生産力の変化を考慮していないという理由によるものであったから

である
14)

。つまりはそれは「資本構成の変化する限り，此論駁（―河上の批判のこと―筆者）は十分

なる妥当性をもたぬ」（高田（1931），153ページ）という見解であり，それは柴田にいわしむれば

「資本構成の変化せざる限り，此論駁は十分なる妥当性をもつ」（柴田（1933d），121ページ）とい

う見解でもあるということである。

それでは資本構成が変化しないならば，あるいは生産技術，生産力の事情が変化しないならば，

生産手段の生産量と消費財の生産量との間にはかならず一定の関係があるということになるので

あろうか。

ここから柴田と高田の論争が始まる。

高田は次のように述べる。

立命館経済学（第61巻・第�号)220

1178( )



「……生産財の生産は必然に消費財の生産と生産技術的に（可変資本の大さの問題から離れて）連

絡をもたねばならぬ。生産方法が一定してゐるならば，此方法に応じて，一定の消費財生産の規

模に対応する一定の生産財生産の規模があるであらう」（高田（1932），29-30ページ，高田（1934），

296ページ）。

つまり河上のいうように一般的には各生産物の量の比率が一定であるとはいえないが，資本構

成，つまり生産技術が一定であり生産のそれ以上の迂回化がないならば，いかなる拡張再生産で

あろうと各生産物の量の比率は一意に定まるというのである。

もちろん，ここで高田は拡張再生産の軌道に対して，先に述べたような需給均衡条件以外に，

なにかある種の部門間で維持される比例性の条件が必要となることを認識していることは正しい。

つまり拡張再生産軌道が持続するためにはなにか一定の部門比が前提されねばならないというこ

とであり，その点を認識していたことは高田の優れていたところであったと評価できよう。

しかし部門比率は技術，あるいは生産力の事情だけで決まるのか。これが柴田の高田批判の骨

子であった。部門比は生産技術だけでは決まらないのであり，それは生産拡張率，つまり資本家

の蓄積率にも依存する。それらが変われば部門比は変化する。つまり所与の技術に対して均衡部

門比率は無数に存在する。これが，柴田が高田に対して指摘したことだったのである
15)

。

高田は単純再生産範式を検討して次のように述べている。

「単純再生産の行はるる場合に於ては，云ふまでもなく，生産の各部門間に，詳言すれば各部

門の資本の大さ，延いて生産物の大さの間に一定の割合がある。…。単純再生産の場合にかう云

ふ一定の割合の存することは自明のことである。ところが，同一の技術的基礎，従つて同一の資

本構成の下に拡張再生産の行はるる場合には，各部門の規模又は生産拡張の程度の上に，何等の

意味に於てもある定められたる割合がないと云ひ得るであらうか」（高田（1933），26-27ページ，高

田（1934），330-331ページ）。

単純再生産ならば，生産技術が決まれば生産量の部門比率は一意的に決まるであろう。そして

そこでは生産量の部門比率は技術的な要素だけで決定される。単純再生産ならば生産手段の需給

一致は，

=a+a

となる。これを書き換えるならば，




=

a

1−a

という形で部門比率 /は決定されるからである。よってこの場合には生産技術 a，aが与

えられればそれに応じた部門比率は決まる。

しかし同様なことは拡張再生産については成り立たない。実際，拡張再生産における部門間の

生産量の関係を規定する式は，両部門の拡張率が均等で g*ならば，

=a+a1+g* or



=

1+g*a

1−1+g*a
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であるが，ここから生産手段についての生産係数 a，aが与えられているとしても，gが決ま

らなければ /は決まらない。均等な拡張率が変われば，あるいは各蓄積率が sr=srの制

約を守りつつ変われば，部門比率はいかようにも変わる。よって，柴田は次のように高田を批判

した。

「然しながら，手近にある所の我々の例題について見ても，生産方法の一定の下に於て，単に

拡張率の異るだけの理由で，生産財の生産と消費財の生産との間の割合が異つてゐるのであり，

それは，我々の例題の如き場合には，拡張率に応じて如何様にでも異り得べきものである」（柴

田（1933d），121ページ）。

したがって高田のいうことは正しくない，というわけである
16)

。

これらの式をみればわかるように，この問題については柴田の議論が正しく，高田は正しくな

かったといえよう。

また高田はマルクスの第�部門の蓄積率を与える方法を批判し，拡張再生産が進行するために

は両部門の蓄積率の間にある種の関係がおかれねばならないと考えた。

「此両部門の資本の割合が一定せらるると，もはや，第一部門の蓄積率が一定とせられては，

追加資本部分の算出をすることが出来ぬ。第一部門の蓄積率もまた一の未知数として取扱はれね

ばならぬ」（高田（1932），31-32ページ，高田（1934），298-299ページ）。

これは，先の話でいえば，つまり両部門の蓄積率間にどのような条件を追加するかという問題

でいえば，初期において蓄積率の比率を定めるという方法であったといえる。マルクスの方法が

否定されていることは問題であるが，一つのとりうる方法であったのだから妥当なものであった

と評価できるであろう。

しかし高田は，さらにその各蓄積率 s，sの絶対的な値が生産技術の条件だけで決まると考

えたのである。

「…労働生産力の変化なくしては，v+a+b=c+bの条件をみたすところの種々なる蓄

積率，従つて種々なる拡張程度と云ふもののあり得ざること」（高田（1933），32ページ，高田

（1934），338ページ，なおここでの高田の記号は，本稿での記号では a=k，b=Δv，b=Δc，となる）。

しかし先にも述べたように両部門の蓄積率 s，sは拡張率の均等条件 r/r=s/sを満たし需

給条件を満たしていればよいのであり，それだけでは一意的には決まらない。よって生産技術の

事情だけでは拡張率も決まらないし部門比率も決まらないのである。よって，「同一の技術的基

礎，従つて同一の資本構成の下に拡張再生産の行はるる場合には，各部門の規模又は生産拡張の

程度の上に，何等の意味に於てもある定められたる割合がないと云ひ得るであらうか」と述べた

高田はまさにそこを見逃したのであり，それが柴田が主張したことであった
17)

。

�．拡張再生産と生産価格の問題

しかし再生産範式についてはさらに考えなければならない問題がある。それはマルクスの範式

が価値の次元のみで考えられており，それより生じる問題である。

柴田（1933d）においては資本蓄積率の差異の問題を扱うとされている。しかしここで主題と
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なっているのは各生産部門における資本の有機的構成と均斉成長体系としての再生産範式との関

係であるといえる。つまり有機的構成が異なる場合の範式の問題をどう考えるかということだと

いってよい。

それでは，なぜそのようなことが問題となるのであろうか。それはマルクスが議論した範式が

価値次元のものに止まっており，それでは有機的構成が異なる場合の範式を経済合理的に論じる

ことができなくなってしまうからである。

以下，柴田（1933d），（1933e）の叙述をそのまま追うのではなく，柴田以前においてなにが問

題とされていたか，そしてそれに対して柴田はどのように問題を解決したか，ということをまと

める。

先にも述べたように，マルクス没後，ツガン・バラノフスキーやローザ・ルクセンブルグ，オ

ットー・バウアー，アントン・パンネケック，オットー・ベネディクト，ニコライ・ブハーリン

といった論者によって再生産範式は研究されたのであった。

彼らは当時の資本主義の崩壊の可能性や社会主義革命の路線などをめぐって論争をしていたの

であり，それゆえにその論争はアカデミックでありつつもきわめて政治的な色彩が強かったとい

える。しかしそれだけに，論争自体が現実的な問題と直結していたために，そこでは優れた人々

によって優れた論点が数多く提出されることとなった。具体的には，それは各生産部門の利潤率

と蓄積率との関係や資本の可動性（剰余価値を他部門に投資することを認めるということ）などの問

題であった。

しかし，価値範式においては各生産部門の資本の有機的構成が異なる場合，さまざまな問題が

生じるのであるが，それは彼らによっては解決されなかったのである。

周知のように，生産価格が問題となるのは『資本論』の第三巻であり，マルクスが拡張再生産

を論じた第二巻においては価値どおりの交換が前提となっている。よって，拡張再生産における

有機的構成の差異の問題は第三巻で，あるいは『資本論』における「資本一般」の枠組みではな

く「競争論」で，本格的に論じられるべきであったといえる。

しかし結局，マルクスはそれを成し遂げることはできず，後進の者にその課題は残された形に

なっていた。にもかかわらず，柴田以前においては生産価格を用いた再生産範式が厳密に議論さ

れることはなかったのである。それは柴田以前においては価値と生産価格との関係が論理整合的

にとらえられていなかったからであったといえる。それは，転化論などマルクスの価値論・価格

論をはじめて整合的に解決した柴田にのみなしうる仕事であった
18)

。

彼らマルクス派が提起した問題を，マルクスが提示した範式で考えてみよう。第�部門が生産

手段生産部門であり，第�部門が消費手段生産部門である。c，v，m，などの記号は�で定義

したとおりである（なお以下，部門につける�，�やⅠ，Ⅱなどの表記は適宜交えて使う）。

周知のように，マルクスは『資本論』第�部第21章第�節の冒頭において，次のような資本の

有機的構成が等しい拡張再生産範式を提示している
19)

。

Ⅰ 4000c+1000v+1000m=6000

Ⅱ 1500c+375v+375m=2250

ここで剰余価値率m/vは均等で100パーセントと想定されている。有機的構成 c/vは等しく�で
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あり，よって利潤率m/c+v=m/v/c/v+1も20パーセントと均等になっている。

さて，剰余価値の自部門投資を前提し，来期にかけて経済が 12/11倍に拡張されるものとすれ

ば，各部門の剰余価値の使途（【 】で囲む）とそれぞれの商品に対する需要を明示すると次のよ

うになろう（なお，計算過程は省略する）。

Ⅰ 4000c+1000v+1000m

【=363.6=4000×1/11Δc+90.9=1000×1/11Δv+545.4k】

=4000c+363.6Δc+1500c+136.4Δc

Ⅱ 1500c+375v+375m

【=136.4(=1500×1/11)Δc+34.1(=375×1/11)Δv+204.5k】

=1000v+363.6Δv+545.4k+375v+34.1Δv+204.5.k

来期の経済の純拡張率を 1/11倍にするためにはこのように生産手段や消費手段が需要されなけ

ればならない（柴田（1933d），115ページ）。

ここで両部門の蓄積率，つまり剰余価値からどれだけが資本の追加にまわされるかという率を

考えてみよう。それは第�部門が 363.6Δc+90.9Δv/1000m=0.4545 であり，第�部門が

136.4Δc+34.1Δv/750m=0.4545であるから均等になっている。したがって利潤率が均等で

蓄積率も均等となっていて，そのために経済の拡張率も均等となっており，この数値例の経済学

的な意味での合理性は満たされているといえる。両部門で利潤率が均等ならば，剰余価値のうち

から蓄積に回す率も均等になるとするのが合理的だからである。このように有機的構成が等しい

場合には経済的合理性の問題は生じない。

問題が生じるのは有機的構成が異なる場合である。

マルクスは同節において拡張再生産論の出発点（「拡大された規模での再生産のための出発範式」

（マルクス（1972），416ページ））として，

Ⅰ 4000c+1000v+1000m=6000

Ⅱ 1500c+750v+750m=3000

という式を提示した
20)

。ここでは有機的構成が異なっており（第�部門：�，第�部門：�），第�部

門の利潤率は20パーセント，第�部門は33パーセントである。

以下，二つの論点について考えてみる。

論点の一つ（これを「論点�」と呼ぶ）は次のようなものであった。

先と同様に剰余価値の自部門投資を前提し，来期にかけて両部門が 12/11倍に均斉的に拡張す

るように剰余価値が使われるとする。そうすると，各部門の剰余価値の使途と各商品への需要は

以下のようになる（計算過程は省略）。

Ⅰ 4000c+1000v+1000m

【=363.6=4000×1/11Δc+90.9=1000×1/11Δv+545.5k】

=4000c+363.6Δc+1500c+136.4Δc

Ⅱ 1500c+750v+750m
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【=136.4=1500×1/11Δc+68.2=750×1/11Δv+545.4k】

=1000v+90.9Δv+545.5k+750v+68.2Δv+545.4k

両部門の需給は一致し，両部門の拡張率は均等である。

しかしここで問題が生じる。

両部門の蓄積率を計算してみると，第�部門が 363.6Δc+90.9Δv/1000m=0.4545，第�

部門が 136.4Δc+68.2Δv/750m=0.2727となる。つまり，第�部門のほうが蓄積率は高く第

�部門のそれは低くなっている。しかし利潤率は第�部門のほうが高かったのである。つまり第

�部門のほうが利潤率は低いのに蓄積率は高く，第�部門のほうが利潤率は高いのに蓄積率は低

くなっているという問題である。経済合理的に考えれば利潤率が高い部門の蓄積率が高くなるは

ずであり，これは矛盾ではないか，というわけである。

先にも述べたように各部門が均等率で拡張しようとすれば sr=srが成立しなければならな

いのであるから r/r=s/sとならねばならないのであるが，これにしたがえば利潤率が低い部

門の蓄積率のほうが高くなってしまう（逆は逆）。利潤率が低いということは他部門に対して相対

的に，投下資本量に比べて剰余価値量が少ないということであるが，にもかかわらずそうでない

部門と同じ拡張率を達成しなければならないので，蓄積に回さなければならない剰余価値の割合

が大きくなってしまうのである（逆は逆
21)

）。

次に論点の二つ目（これを「論点�」と呼ぶ）を考えよう。

今度は，蓄積率が均等化される場合を考える。第�部門に合うように第�部門が蓄積率を引き

上げ，両部門の蓄積率が0.4545となったとしよう。剰余価値がどう使われるかと各商品への需要

がどうなるかを明示すると次のようになる（計算過程は省略）。

Ⅰ 4000c+1000v+1000m【=363.6Δc+90.9Δv+545.5k】

=6000<4000c+363.6Δc+1500c+227.2Δc=6090.8

Ⅱ 1500c+750v+750m【=227.2Δc+113.6Δv+409.2k】

=3000>1000v+90.9Δv+545.5k+750v+113.6Δv+409.2k=2909.2

このように，第�部門では90.8の超過需要が，第�部門では90.8の超過供給が生じることとなる

（柴田（1933d），127ページ。なお，そこでの柴田の数値を若干，修正している）。両部門の拡張率は第�

部門が約1.09倍，第�部門が約1.15倍となる。

このような推論から，蓄積率均等を必然的なものとすれば資本主義においては過剰生産（部門

間不均衡）が不可避となるとする見解が提示された。そして，そのような不均衡を調整するもの

として，資本主義は必然的に剰余価値実現のため国内で売れ残った商品を売りつけることのでき

る外部としての植民地を必要とする，つまり帝国主義は必然的である，という議論がなされたの

である
22)

。

しかしこのような議論には反論が提起された。なぜならばこのような見解は，資本主義におい

て資本家は剰余価値をみずからの好むところへ投資することを考慮していない，というのである
23)

。

いま，金融を通じて，蓄積に回された総剰余価値をそれぞれの部門の投下資本量に対して比例

的に配分することを考える。
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蓄積に回された剰余価値は，両部門で合計 454.5363.6Δc+90.9Δv+340.9227.2Δc

+113.6Δv=795.4 であった。さて，両部門の資本量の比は 4000c+1000v ⁚ 1500c+750v

=20 ⁚ 9であるから，この比率で795.4の総剰余価値を両部門に割り振るとする。そうすると第

�部門が約548.55，第�部門が約246.85となる。そうすると第�部門の蓄積された剰余価値は

454.5だったから，548.55蓄積するためには剰余価値が 548.55−454.5=94.05だけ足りないとい

うことになり，第�部門の剰余価値は340.9だったから，340.9−246.85=94.05だけあまるとい

うことになる。

したがって，金融を通じて第�部門であまっている94.05の剰余価値を第�部門に振り向けれ

ばちょうどよいというわけである。

それによって第�部門は548.55蓄積し，第�部門は246.85だけ蓄積する。その結果，総剰余価

値の不変資本と可変資本への分割は，第�部門は 438.84Δc+109.71Δv，第�部門は約

164.57Δc+82.28Δv，となり，次期の範式は，

Ⅰ 4438.84c+1109.71v+1109.71m=6658.26

Ⅱ 1664.57c+832.28v+832.28m=3329.13

となる。この場合，総剰余価値からの蓄積率は0.4545であり，拡張率は両部門とも約1.11で均等

である。部分的な生産過剰も生じない。このように金融を通じた剰余価値の部門間移動によって

先のような不合理は解消してしまうというわけである。

しかし，ここからが「論点�」である。それによればこのような議論にもまた反論が提起され

た。なぜならば，先にも見たように第�部門は第�部門よりも利潤率が高い。ということは剰余

価値が利潤率の高い部門から低い部門に流れ込むということになる。利潤率が高い部門の資本家

がわざわざ利潤率の低い部門へ剰余価値を投資するということになるわけで，これは矛盾ではな

いか，というわけである
24)

。

このように「論点�」では利潤率と蓄積率との関係の不整合性，「論点�」では利潤率と剰余

価値の移動について批判が出されたのであった。このように有機的構成が異なる場合，価値次元

での範式はさまざまな問題を抱え込むこととなる。

それではこれらの問題はどう解決されるのか。それは柴田によれば，利潤率均等化の問題，つ

まり生産価格の問題を考えればよいのである。

生産価格化するということは，有機的構成が異なっているとしてもそれぞれの部門の利潤量が

それぞれの投下資本に対する比率に均等になるように，それぞれの価値部分を価格に修正すると

いうことである。それによって，均等な利潤率に対して均等な蓄積率という経済合理性が確保さ

れることが予想される。

実際，生産価格化をおこなってみると，

Ⅰ 4000c+886v+1114m=6000

Ⅱ 1500c+664.5v+493.5m=2658

となる
25)

。

ここで両部門が 12/11倍で成長するように資本蓄積をおこなうとすると，
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Ⅰ 6000=4000c+363.6=4000×1/11Δc+1500c+136.4=1500×1/11Δc

Ⅱ 2658=886v+80.5=886×1/11Δv

+669.9k+664.5v+60.4=664.5×1/11Δv+296.7k

となり，第�部門の蓄積率は 363.6Δc+80.5Δv/1114m，第�部門のそれは 136.4Δc

+60.4Δv/493.5mで，両方とも0.3987となる（柴田（1933d），128ページ）。つまり利潤率均等で

蓄積率均等となって，しかも両部門の拡張率も 12/11で均等となり，先のような不合理は生じな

くなる。それは利潤率の均等化により利潤量／投下資本量（価格）の比率が等しくなったため，

両部門が資本量を同一率で拡張するのに利潤のうちから追加資本に回さねばならない比率が等し

くなったためである。

このように，先の批判�にみられたような利潤率と蓄積率のアンバランスに悩まずとも，また

批判�にみられたような後からの不合理な剰余価値の移転を考えなくとも，資本家の競争による

利潤率均等化によってそれぞれの投下資本量に比例した剰余価値量がそれぞれの部門にもたらさ

れることとなるのである。

このように柴田は再生産範式において生産価格の問題を導入することによって，先のマルクス

派の人々が提示した問題に対して合理的な答えを出したのであった。つまりは各生産部門の資本

の有機的構成が異なる場合，利潤率均等化による剰余価値の再配分を考えなければ（つまり生産

価格次元で考えなければ）再生産の問題を合理的に解くことができないということであり，そのた

め，資本の有機的構成が異なる場合の物量体系の均斉成長体系に対しては，その裏として成立し

ている生産価格の体系が考慮されなければならないということである。そしてそれによって，資

本主義崩壊論争で提出されたマルクス派によるさまざまな議論は解決されることとなる，という

ことであろう。

�．お わ り に

柴田の再生産範式研究は以上の論点に尽きるものではない。彼はさらに部門分割における生産

係数や労働者と資本家の消費の割合などを問題として，さまざまな論点について言及している。

しかし彼の一番の貢献はやはり経済の均斉成長におけるさまざまな問題についてであると思われ

る。

柴田のマルクス研究といえば，転化論や利潤率低下論批判が有名であるが，そのような基礎的

な部分の研究がおこなわれていたがゆえに，再生産論においても画期的な成果が生み出されたの

であった。

柴田の研究は，マルクス経済学と近代経済学は本来相容れないもの，という固定観念が支配的

だった時代になされたものであったため，マルクス派からも，また非マルクス派（近代経済学）

の側からも詳細に検討されることはなかった。そしてその国内における評価は世界的に評価され

たことが逆輸入される形でなされたのであった。その点，不運ではあったが，現在においては，

マルクス経済学が非マルクス経済学の手法で研究されるということが普通になっている。
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まさに，柴田の評価が正当になされうる時代が到来しているのであり，したがって，その業績

はこれからますます評価を高めていくこととなるであろう。

注

1） この点における柴田の研究成果については西（2012）で検討した。

なお本稿においては固定資本の問題は捨象される。また以下，「消費手段」と「消費財」という表現

を使うが同じものである。

また以下，引用に際しては旧字体を新字体に変更することがある。

2） この問題についての文献は枚挙にいとまがないが，たとえば，ルクセンブルグ，カウツキー，バウ

エル，ベルンシユタイン（1931）。

3） たとえばサムエルソン（1981），第42章付論。

4） さらにそこからの乖離要因を取り出してその乖離を景気循環のなにがしかの原因としてとらえると

いう見方をしているのであるが，それは第四，五，六節で扱われている。ただし柴田はそれらの不均

衡が，さらに不均衡を拡大させるというような累積的な性質をもつとは考えなかった。それは，仮に

そのような不均衡が生じたとしても価格メカニズムが働き，その結果生産係数や消費需要の比率が変

化してそのような不均衡を解消させてしまう，と考えたからである（柴田（1973），第�章第�節 C）。

そういったこともあり，彼は再生産範式によって恐慌，つまり一般的過剰生産を解明することの困

難さを認識することとなる。またそれは，柴田に『理論経済学』下巻（柴田（1936)）の「結論」に

おいて「然るに本研究に於いては，自らの能力の限界の故に，右の一般法則（―「生産関係体系の変

遷に共通なる一般法則」―）を確立するを得ず，従つて，現存生産関係体系に特有なる特殊法則と右

の一般法則との結合としてそれの変遷の過程を把握するを得なかつたのである」（柴田（1936），971

ページ）と語らしめた一つの要因であったと思われる。

柴田は後に柴田（1938）において，これからあるべき動学理論像について次のように述べた。

「……正に資本制経済自体の没落を規定するが如き諸作用因の作用の時間的連結に関する動態理論こ

そ今日実践的理論経済学上要求せられる動態理論なのである」（柴田（1938），85ページ）。つまりそ

のような資本主義の崩壊を規定する要因を分析しうる動態理論こそが彼にとっては希求されていたの

であり，再生産範式にはそのような要素がないという結果に落ち着いたのかもしれない。

5） ブハーリン（1930），12ページ。また柴田によれば，同様な見解が日本においては山田（1931）な

どにおいてとられていた。なお周知のように再生産範式においては，販売によって獲得された購買力

はすべて支出されるので，両部門の両辺どうしを足し合わせたものは常に等しくなる。よって需給均

衡を表す式はこの一本の式で足りることになる。

6） 拡張再生産についての一般的な条件について柴田がどう考えていたかは注24を参照。

もちろん「如何なる率の拡張再生産も可能」というわけではなく，部門比率 /は正値をとらね

ばならないので与えられた生産係数に対して gは，1− a/a>gという形で上限をもっている。

7） 厳密には，拡張再生産が円滑に進行するためには需給条件以外に生産手段と消費手段との部門比率

がある一定の値をとることの必要性を指摘したのは高田であった。しかし高田の議論には不備があっ

たのであり，これは�にて述べる。

8） これらはすべて価値表示であることはいうまでもない。なお，なぜ生産手段の需給均衡だけで両部

門の均衡条件が語り得るのかは注�で述べたことと同様の理由による。

もちろん，このようにいうからといって消費手段部門の事情を全く考慮しなくていいというのでは

ない。

細かい議論は省略せざるをえないが，後に述べる生産手段部門における 1>aという条件とともに，

再生産が持続するためには，生産手段においてだけでなく，消費手段部門においてもある種の条件が

満たされていなければならない。以下，置塩（1976），第�章の説明にしたがって述べる。
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まず，生産手段部門と消費手段部門とで剰余生産物が生じるための条件が考えられねばならない。

そうでなければ来期の生産の拡張に向けて蓄積に回すことのできる生産手段が確保できなくなるし，

追加雇用しなければならない労働者の消費手段や資本家の消費手段も確保できなくなってしまうから

である。

，だけのそれぞれの商品を生産するためには，a+aだけの生産手段とτ+τだけの

労働量が投じられなければならない（ここで τは消費手段を一単位つくるのに必要な労働量）。いま，

τ+τだけの労働力を再生産するために必要な消費手段の量を Lとしよう。さらに，労働一単位

を再生産するのに必要となる消費財の量を ℓ とする（実質賃金率 Rが労働力の再生産費水準である

ならば ℓ=Rである）。

生産活動によって，そのために費やした生産手段と労働力を再生産するための消費手段が補填され

るためには，

≧a+a

≧L=ℓτ+τ

という関係が成立しなければならない。一番目の式から，

/≧a/1−a

が得られ，二番目の式から，

/≦(1−ℓτ/ℓτ

が得られることとなる。よって，部門比率 μの許容範囲は，

1−ℓτ/ℓτ≧/≧a/1−a

というものとなる（なおさらに再生産が可能であるためには 1−ℓt≧0という条件も必要となるが，

それについては置塩前掲書，第�章，を参照）。

部門比率が低下し，/>a/1−aが満たされなくなると拡張再生産ができなくなり，等号に

なると単純再生産となる。逆に，部門比率が上昇し，/≦1−ℓτ/ℓτが成り立たなくなると消費

手段の補填さえできなくなる。よって部門比率がこの範囲から出てしまうと軌道が持続しない，とい

うことになる。逆にいえば，軌道が持続するということから，部門比率 /が t →∞までこの範

囲を出ないという条件が必要となる。

9） ちなみに柴田（1973），第�章第�節 C，では，この式とワルラスの資本財用役の需給均等方程式

との対応関係が指摘されている。これは柴田のマルクス体系が「簡単化されたワルラス体系」から導

かれているのであるから当然のことであるが。

10） ここから s，sを変数とみて解くと線形の式となり，それを s−sグラフに描くと右下がりの直

線となる（ここの式だと，s=−ar/arμ⋅s+μ1−a−a/ar）。このようにして両部門の

蓄積率についてのフロンティアのようなものが描かれる。つまり部門比率 μを一定として，各部門

が生産を拡張し得る可能性範囲の辺境線はトレード・オフの形をとる（右下がりの）直線である。こ

れは高須賀（1968），105ページ，においては蓄積率の自由度を示す式として提示されているものであ

り，あるいは大島（1974），118ページ，においては「均衡蓄積率直線」と呼ばれているものである。

このように需給均衡条件から両部門の蓄積率を制約する式が得られ，これが再生産範式論研究におい

てはたいへん重要なものとなってきた。このように需給均衡条件からこのような関係を考えようとす

る試みはベネディクト（Benedikt (1929)）などにも見出されるが，二部門範式でそれを明確にはじ

めて示したのは（少なくとも日本人においては）都留重人（都留（1949），（1951））ではないかと思

われる。なお，以上のようなものを含めて拡張再生産論において用いられる分析概念については【補

論】にて少しふれる。

11） なお，蓄積率間にいかなる関係を想定するかという問題については，高須賀（1968），106-108ペー

ジ，大島（1974），121ページ，松尾（1996），第�章，を参照。

周知のように，マルクスは第�部門の蓄積率を与え固定したのであり，それのもつ意味は，高須賀

（1968），110-112ページ，Morishima (1973), p. 121-122（邦訳，144-145ページ），大島（1974），123
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-125ページ，松尾（1996），61-64ページ，で明らかにされている。

本文における⑴式に注目する（なお，μ，s，sは，よって g，gも，すべて時間の関数となる）。

初期を第�期とするならば（丸カッコの中の数字は期間を示す），初期の部門比率 μ0が与えられ

ているとして，第�部門の蓄積率 sを一定（s ）とするならば⑴式より，

1+g0=1+s0r=1/a1−a1+s r⋅μ0

となるように g0s0が決定される。

さて，次の期には，

1+g1=1+s1r=1/a1−a1+s r⋅μ1

となるように g1s1が決まる。部門比率は μ1=1+g0/1+g0⋅μ0のように変動

するのだったから，これらを最初の式に代入すれば

1+g1=1+g0

となる。つまり次期には消費手段部門の拡張率は第�部門のそれに等しくなる。また第�部門の蓄積

率（あるいは拡張率）は固定したままなので 1+g0=1+g1ともなり，以後，両部門が均等な拡

張率で成長していく。それに応じて部門比率 μも一定になる。つまりマルクスは第�部門の蓄積率

を与えることによって均斉成長経路を導くというアルゴリズムを考案したのであり，そう考えると，

これは松尾（1996），64ページ，が述べるように「見事な工夫」であるといえよう（もちろん，ここ

ではあえて「アルゴリズム」と表現したが，実は柴田にとって，マルクスの手法は単なる計算手続き

の問題に止まらなかった。この問題は別稿にて述べたい）。

なお，価値範式において蓄積率の比率を定める方法についていえば，それはそれで別の意味での難

点をもつ。この点については�にて述べる。

12） 以上の蓄積率比を与える場合の軌道の（不）安定性の分析については詳しくは大島（1974），120-

123ページ，松尾（1996），68-70ページを参照。もちろん，柴田はこのような軌道の（不）安定性に

ついて厳密に分析したわけではないのであり，そのような仕事は後の論者にゆだねられたといえよう。

これらの論者の文献以外には置塩（1987）を参照。

13） このような論法は，過少消費説をもってマルクス恐慌理論の中心であるとする人々が主としてとっ

たものであった。生産は終局的には消費のためになされるのだから，消費手段量が減り続け生産手段

の量だけが大きくなっていくというようなことはありえない，という論法であり，そういった見方よ

りすればツガンの議論は暴論だということになる。そういった見解は，たとえば資本主義崩壊論争に

かかわった人々よりも後の世代の経済学者である P.スウィージー Paul Sweezyなどにも見出される

（Sweezy(1949））。

14） 実は，本文では便宜上そのように書いたのであるが，資本構成の変化と生産技術の変化とは必ずし

もイコールではない。なぜならば，資本構成の変化は分配の変化によっても起こりうるからである。

そのことを柴田（1933f）は示している。しかし簡略化のために（高田が同じように使っているので），

以下の議論ではこれらを同義なもののように表現する。

15） ただし，マルクスの第�部門の蓄積率先決の前提のもとに，このことを高田に対して最初に指摘し

たのは久留間鮫造であった。ここから，拡張再生産軌道の確定の問題をめぐって高田と久留間との間

に論争が生じた。よってこの論争は「高田 -久留間論争」と呼ばれている。戦後，拡張再生産軌道の

問題をめぐって富塚良三，置塩信雄，井村喜代子といった人々の間に論争があったが，それはこの戦

前の高田 -久留間論争の繰り返しの側面があるようである。なおこの点については吉原（1990）が参

考になる。

16） 指摘しておくと，この式は自部門投資を仮定していない一般的な拡張再生産を規定する式であり，

この式を用いて柴田は均等拡張率を与えることによって部門比率を計算している（なおこの問題は注

24でふれる）。なお柴田も指摘しているように（また微分してみればわかるように），部門比 /は

生産拡張率 gが上昇すると上昇する。

17） 実は以上の問題は，高田が，マルクスが第一部門の蓄積率を先行して与えたことを批判した文脈で
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出されているのであり，よって本当はその文脈を考えるならば高田と久留間鮫造の論争をとりあげな

ければならない。しかし，それは柴田が生産拡張率の変化との関連で取り扱っている問題であり，そ

の問題は本稿では扱わないとしたのであるからここではとりあげない。

なおここで高田が「何等の意味に於ても」と述べているところから，この文言を好意的に解釈すれ

ば，注で言及したような部門比率の許容範囲のようなものを示唆しているようにも思われるかもし

れない。しかしその行論をたどればそうでないことは明らかである。

18） これらの領域における柴田の研究成果については西（2003a），（2003b），（2004）で検討した。

なお以下の部分は基本的には西（2013）の六を参照し，本稿の主題に即してそれを書き改めたもの

である。

19） この範式の数値には誤りがあることは後に指摘されることとなった（柴田（1933d），114ページ，

でも指摘されている）が，現在においては周知のことである。よって細かいことはいちいち述べず，

後の知見によって修正しておく。

20） 先の範式同様，各部門の剰余価値率m/vは均等であり100パーセントとされている。ちなみに，

柴田はこれらのマルクスの数値例を生産係数と実質賃金率や生産の拡張率などをあたえた物的な需給

式から導いている。しかし以下の議論において，こういった細かい議論は必要がないので省略する。

21） このように，価値範式において先に述べた蓄積率比を与えるという手法にも別の問題が生じるので

ある。

22） 実はこの議論は，R.ルクセンブルグ（ルクセンブルグ（1952-55)）やネオ・ルクセンブルグ主義

者の F.シュテルンベルク Fritz Sternberg (Sternberg (1926)）の議論からでているのであるが，こ

の文脈においてはそれを詳述する必要はなかろう。ルクセンブルグは，ルクセンブルグ（1952-55）

の第25章において，有機的構成の高度化によって不均衡が不可避となることの説明をする際，マルク

スの部門間の蓄積率を異なるものとする仮定を批判し，蓄積率を均等とすることが妥当であるとした。

23） このような批判を提起したのは A.パンネケックと O.バウアーであった。なお以下の論述にあたっ

ては市原（1990）におけるパンネケックの議論の解説がたいへん参考になった。

24） 柴田によれば，これは O.バウアーの議論に対する O.ベネディクトの批判である。「第二部門の資

本家は其の剰余価値の一部分を第一部門に投下しやうなどと，如何にして思ひ得やう。…第二部門は

利潤率が高い。…だから第二部門の資本家が其の剰余価値の一部分を第一部門に投下する事は，現に

得つつある利潤の一部分を放棄する様なものである」（柴田（1933e），99-100ページ。なお，このベ

ネディクトの有名な論文（Benedikt（1929））の邦訳はヴァルガ（1931）にある）。

このような議論に対して柴田は「此の説は，資本主義的自由競争の下に於て利潤率平均の法則の支

配する事を，看過せるものである」（同，100ページ）と批判している。

なおこの問題と関連して，先に述べたマルクスの均衡条件 c+Δc=v+Δv+kの一般性に対し

て柴田は疑問を呈している。

柴田によれば，それは拡張再生産にとって必要な条件とはいい難い。なぜならそれにはいくつかの

前提があるからである。

まずこの条件は，剰余価値の自部門投資が前提されている。つまり，「各生産部門の生産拡張が当

該生産部門の余剰価値を以つて行はれる」（柴田（1933d），116ページ）場合の条件にすぎない。つ

まり剰余価値の移動を許すならばこの条件は成り立たなくなる。もし「第二部門の資本家は其の剰余

価値を全部消費し，第一部門の資本家のみが消費して，それを以つて両部門の生産拡張にあてるもの

とすれば……，拡張再生産の条件は，v+Δv+Δv+k=cとなるであらう」（柴田（1933d），116-

117ページ。なお，なぜこのようになるかの議論は省略する）。

また，ここでの議論とは直接関係はないが，この条件では賃金が前払いされることが前提されてい

る。つまり，「次年度の可変資本の為の追加が，今年の余剰価値を以つて支払はれる」（同，116ペー

ジ）場合の拡張再生産の条件にすぎないのであり，賃金が後払いされるならば違ってくる。賃金が後

払いされるならば，柴田（1933, d），116ページ，で述べられていることをここでの記号で表せば，
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c+v+m=Δc+k=c+Δc+c+Δc

c+v+m=Δc+k=v+v+k+k

となり，ここから均衡条件は v+k=c+Δcとなるであろう。

このようにマルクスの条件はいくつかの前提条件においてのみ成り立つものであり，拡張再生産の

一般的条件ではない，というのが柴田の見解であった。

なお，柴田が均斉成長状態を考える際に用いた物的な需給条件 =a+a1+g*では，自

部門投資は前提されていないのであり，さらには賃金の支払い形態とも関係がない。その意味で，柴

田はこれこそが拡張再生産の，より一般的な条件であると考えた。剰余価値がどのように使われよう

と（範式でいえば左辺），物的な需給関係（範式でいえば右辺）には変化がないからである。また賃

金が後払いされる場合においても（消費財の需給式には変化が生じるが）成り立つ。

ちなみに，範式において賃金前払いの仮定を取り除くとどうなるかが最初に考えられたのは高田

（1933），30-32ページ（高田（1934），335-337ページ）においてであったことは強調しておかねばな

らない。この点でも高田は先駆的であった。

25） 柴田は生産係数や実質賃金率のレベルから計算をおこなっているが，ここでは範式の数値から計算

する。

今期の価値範式を生産価格単位に変換すると（なお数値の後につける，c，vのような添え字は省

略する），

Ⅰ 4000+10001+r=6000

Ⅱ 1500+7501+r=3000

ここで rは平均利潤率，は生産手段の価格の価値からの乖離率，は消費手段のそれである。これ

は rと /について解くことができる。

この計算は西（2012）においてもおこなっているので，結論のみを述べれば，r=0.227998127…

となる。これをどちらかの式に代入して /について解くと0.886となる。これらの数値を⑴，⑵に

代入すれば先の範式を得る。

【補論】価値範式の分析手法について

本文の注10で，価値次元での再生産範式の分析についてこれまでに開発されてきた手法について述べた。

この【補論】ではそれを，両部門の蓄積率比を与える場合について簡単に説明し（したがって，マルクス

のように第�部門の蓄積率を与える場合については省略し），日本においてこれらの議論は誰によって発

展させられてきたかについて述べておきたいと思う（なお以下の記述は基本的に大島（1974）に負ってい

る）。

本文でも述べたように，拡張再生産範式体系の特性は，⑴需給均衡式（通常はマルクスの均衡条件 c

+Δc=v+Δv+kが用いられる）から導かれる s，s，μの関係を示す式と，⑵部門比率 μの変動を

表す式，によって規定されていたのであった。

⑴から μをパラメーターとして部門間の蓄積率 sと sの関係を表す右下がりの直線が得られる（これ

を以下，大島（1974）にならって「均衡蓄積率直線」と呼ぶ）。さらに，⑵から部門比率が一定であるた

めには 1+sr/1+sr=1が成立しなければならず，よって s=r/rsが成立しなければならない

（これをあらわす直線を以下，同様に大島（1974）にならって「定配分蓄積率直線」と呼んでおく。なぜ

そのような名称なのかについては大島論文を見られたい）。これらを図示すれば次のようになろう。
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1

s2

s1

1

s2=(r1/r2)s1

s2<(r1/r2)s1

s2>(r1/r2)s1

⑴

⑵

ここで点線が引かれているのは蓄積率の上限が�であることを示す。ここで右下がりの直線⑴は均衡蓄

積率直線であり，右上がりの直線⑵は定配分蓄積率直線である。

ここで，もし初期点が s<r/rsのような蓄積率比 s/sの領域にあるならば部門比率 μは増加する

し，s>r/rsならば減少するであろう。そうなるとパラメーター μは変化するので，それを含む均衡

蓄積率直線は傾きが変化し，あるいはシフトすることとなる。

均衡蓄積率直線は部門比率を与えるとそれに応じて決まる。さて定配分蓄積率直線であるが，初期の両

部門の蓄積率比が均衡蓄積率直線との交点にあるならば，つまり均衡蓄積率直線を満たしつつ定常配分蓄

積率直線 s=r/rsを満たす蓄積率の組み合わせ s，sであれば初期の μ0は一定で均衡蓄積率直

線もシフトせず当初の蓄積率の組み合わせが維持されることとなる。これが部門比率一定で無限に拡張し

ていく軌道となる。

s<r/rsならば，μが増加するので均衡蓄積率直線は東北方向へシフトすることとなり，s，sは

両方増加するが最終的には sが�の蓄積率の限界に到達しそこが蓄積の限界となる。μは上昇し，注

で述べた μの上限を超えると軌道が持続性をもたなくなる。

逆に s>r/rsならば均衡蓄積率直線は南西方向にシフトしやがて s=s=0となり，μは小さくな

っていき，蓄積率は単純再生産に収束していく（注で述べた部門比率の許容範囲の下限が単純再生産の

部門比率に等しいということから明らかであろう）。

よって μが与えられれば，均衡蓄積率直線と定配分蓄積率直線の交点で決まる蓄積率が唯一，軌道が

持続する蓄積率の組み合わせを与えることとなる（最初に与える μ0が違えば s=r/rsの制約を守

りつつ s，sは変わる）。

さて最後に，筆者の知見の限りにおいてではあるが，簡単に，この問題についての学説史的なサーベイ

をしておこう。ただし，範式分析のこの問題についての，世界における研究の発展史についてはまだ十分

に調べることができていないので，日本人の研究に限定せざるをえない。

μ，s，sの関係を表す均衡蓄積率直線を需給均衡式から導き出すことによって始めて示したのは都留

（1949）（都留（1951）に所収）であると思われる（ただし都留の目的は拡張再生産経路を分析することで

はなかった）。そこへ定配分蓄積率直線 s=r/rsという直線を加えて定常蓄積率と部門比率との関係

を分析したのは高須賀（1968），第�章であった。大島（1974）の分析は基本的には高須賀の研究の延長

線上にあり，それをさらに発展させたものであると位置づけることができると思われる。また松尾

（1996），第�章は，軌道の（不）安定性の分析を厳密におこなったという点にオリジナリティーがあると

思われる（なお以上の論点に限らず，松尾（1996），第�章は拡張再生産範式論についてのこれまでの議

論のたいへん優れた数学的サーベイになっているように思われる。本稿の作成に関してもたいへん参考に

なったことを記しておく）。
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